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要旨：中小規模市町村の気候変動対策に係る基盤整備と推進体制構築の実態と阻害要因をこおり
やま広域連携中枢都市圏の事例分析から考察した。行政資料の分析と環境政策担当課への半構造化
インタビュー調査から以下の結果が得られた。第一に，気候変動対策に係る基盤のうち地球温暖化
対策実行計画（区域施策編）の策定は 16 中 4 市町であり，地域全体の対策に関する基盤整備に着
手している市町村は少数である。第二に，気候変動対策に係る基盤と推進体制の実効性は，緩和策
に関しては災害発生などの環境要因により損なわれることがあり，脆弱性がある。第三に，気候変
動対策に係る行政と地域団体との連携は，自治体規模と対策分野により実施状況が異なる。 
キーワード：中小規模市町村，気候変動対策，基盤，推進体制 
Abstract：This paper examines the current condition and obstacles to administrative 

infrastructure development and systemic arrangements that promote climate change policy in 
small and medium-sized municipalities. We conducted administrative materials analysis and 
semi-structured interview with municipal environmental policy division in Koriyama 
Collaborative Core Urban Area. The study’s findings indicate the following. (1) 4 out of 16 
municipalities have formulated the Action Plan for Global Warming Prevention (Regional 
Measures), and a small number of municipalities have conducted to develop administrative 
infrastructure related to regional countermeasures. (2) The effectiveness of infrastructure and 
promotion systems for climate change mitigation policy can be compromised by factors such 
as natural disasters. (3) The degree of cooperation between local governments and community 
organizations promoting climate change policy varies depending on the size of the local 
government and measurement criteria. 

Key Words：small and medium-sized municipality, climate change policy, administrative 
infrastructure, promotion system 

 

はじめに 

 

1998 年に地球温暖化対策の推進に関する法律（以下，

「温対法」と表記）が制定され，以来，地方自治体では

温室効果ガスの削減を中心とする緩和策が進められてい

る。2015 年のパリ協定採択をうけて2016 年に同法が改

正されると，地方自治体は温暖化対策の計画を単独で又

は共同して策定すると定められた。そして2018年の気候

変動適応法施行により，地域適応策の推進にむけた枠組

が整備された。1990年代以降，気候変動対策の場として

地域が注目されており，地方自治体が緩和と適応の両面

で気候変動対策に役割を果たすことが期待されている。 
地方自治体の気候変動対策に関する先行研究は，自治

体規模によって気候変動対策の実施状況が異なる点を指

摘している。東京都などの大規模自治体が先進的な対策

を進める一方で（青木，2010），規模の小さい基礎自治体

では気候変動対策の実施が進んでいない（中口，2010）。

温対法第21 条第 1 項にて全ての地方自治体で策定が義

務づけられている地球温暖化対策実行計画（事務事業編 

）であっても，2019年 10月1日時点で人口1万人未満

の市町村の18％が過去に一度も策定経験がない（株式会

社野村総合研究所，2020）。人口1万人以上3万人未満の

市町村の 65.6％では清掃部門を除き環境行政を専門に

従事する職員が配置されていない（緒方，2008）。 

行政資源が限られる基礎自治体において気候変動対策

を推進するために，条例・計画などの基盤の整備，庁内・

庁外の関係主体との政策調整を行う推進体制の構築が課

題となる。平岡俊一は地方自治体の温暖化対策の基盤と

推進体制に着目して，近畿地方の市町村への質問紙調査

から，地球温暖化対策実行計画（事務事業編）策定など

の温室効果ガス削減を目的とした行政組織内の温暖化対

策に関する基盤整備が一定数の市町村で進んでいる一方

で，地域全体での対策に関する基盤整備，専門部署設置

や専門職員配置などの推進体制整備に着手している市町

村は非常に少数であることを明らかにした（平岡，2009）。 

* 国立環境研究所 福島支部（気候変動適応センター兼任） 

環境情報科学 学術研究論文集 34（2020）234



2 
 

本研究では，パリ協定以降の気候変動対策に関わる法

制度の拡充と基礎自治体における行政資源の制約をふま

えて，中小規模市町村の気候変動対策に係る基盤整備と

推進体制構築の実態を明らかにするとともに，基盤整備

と推進体制構築の阻害要因を抽出することを目的とする。 

 

１．研究の方法 
  
１．１ 分析の対象と事例対象地域 
本研究では気候変動対策を，気候変動適応法施行後の

状況をふまえて，温室効果ガスの排出抑制などの緩和策

だけではなく，適応策を含むものと考える。さらに緩和

策については，①省エネルギーに関する取組，②再生可

能エネルギーに関する取組から構成されるものと考える。 

本研究は基礎自治体のなかでも中核市以下の中小規模

市町村を対象とする。中小規模市町村では気候変動対策

に費やせる行政資源が限られているものの，団体数では

日本の市町村の93.9％を占めることから１），中小規模市

町村が果たす役割は大きいと考えたからである。本研究

では事例対象地域を，郡山市とその周辺の16市町村で構

成されるこおりやま広域連携中枢都市圏（以下，「こおり

やま広域圏」と表記）とした。2020年4月1日現在，日

本には34の連携中枢都市圏がある。こおりやま広域圏は

東北六県で圏域人口（652,178 人）が最大，連携市町村

数が最多であり，圏域人口は非県庁所在地の中核市では

5 位の規模を有する２）。こおりやま広域圏は福島県内の

商工業の中心地域であり，企業・研究機関が集積する郡

山市を中心として，中山間地域を含む多様な自然環境・

産業構造を有する市町村から構成されている。圏域では

米・野菜・果樹などの都市型近郊農業が行われている。

2019 年 10 月の令和元年東日本台風では，記録的な豪雨

により阿武隈川の堤防が複数箇所で連鎖的に決壊し，郡

山市・須賀川市・本宮市・石川町をはじめ，圏域市町村

は甚大な被害をうけた。圏域16市町村の概要は表1の通

りである。16市町村は，人口規模ごとに中核市（1市），

市部（4市），町村部（11町村）に分類することができる。 

 

 
図１ 福島県におけるこおりやま広域圏の位置 

なお，こおりやま広域圏は，対策の実施を掲げており，

自治体間連携による気候変動対策に着手している。2016

年の温対法改正により自治体間連携による気候変動対策

の推進が位置づけられたこと，2018年に閣議決定された

第五次環境基本計画で地域循環共生圏の創造が提起され

たことなど，自治体間連携による気候変動対策の推進を

推奨する今日の環境法制度を考慮すれば，その実践事例

であるこおりやま広域圏の気候変動対策に着目する意義

がある。また筆者らが所属する国立環境研究所は 2019

年に郡山市と包括連携協定を結んでおり，同市をはじめ

圏域市町村から全面的な協力が得られることも，対象地

域選定の理由の一つである。 
 
１．２ 分析方法・調査方法 
本研究では平岡（2009）を参照して，こおりやま広域

圏 16 市町村における基礎自治体レベルの気候変動対策

の基盤を調査した。基盤とは①条例（環境基本条例・地

球温暖化対策条例），②計画（環境基本計画・地球温暖化

対策実行計画（事務事業編）・同実行計画（区域施策編）・

地域新エネルギービジョンなどの再生可能エネルギーの

導入促進に係る行政計画）を指す。本研究では16市町村

における条例の制定および計画の策定状況を調査した。 

また推進体制についても調査した。平岡（2009）は，

「担当部署，職員，推進組織などの組織・人員等」と定

義している。本研究では推進体制が構築される場として

自治体庁内と地域（自治体内）を位置づけ，気候変動対

策に係る①庁内連携，②地域内連携の状況を調査した。

①は環境政策を専任で担当する課の有無および人員，気

候変動対策に係る庁内連携組織の設置状況を分析対象と

した。②は環境基本法第44条で定められ，地方自治体の

環境に係る施策について学識経験者・地域団体などを交

えて審議する役割をもつ環境審議会に加えて，自治体行

政と地域団体（商工団体，町内会・自治会など）との環

境パートナーシップ組織などの連携組織（平岡，2014）

の設置状況を分析対象とした。加えて，Bausch et al.

（2020）を参照して，気候変動対策において基礎自治体

が連携する主体として省庁・都道府県，専門家，近隣自

治体を位置づけ，これらによる基礎自治体への外部支援

の実態を確認するとともに，基礎自治体が近隣自治体と

連携して気候変動対策を実施している事例を確認した。 

本研究では市町村の基盤整備状況を把握するため，各

市町村の例規を確認し，行政計画を分析した。次に，こ

おりやま広域圏 16 市町村の環境政策担当課を対象とし

た半構造化インタビュー調査を2020年1月22日から2

月19日に実施した３）。調査では各市町村の環境政策担当

課に基盤整備状況の確認と推進体制の状況を質問した。 
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表１ こおりやま広域圏16市町村の概要４） 
類型 Ⅰ: 中核市 Ⅱ: 市部 Ⅱ: 市部 Ⅱ: 市部 Ⅱ: 市部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部
自治体 郡山市 須賀川市 二本松市 田村市 本宮市 大玉村 鏡石町 天栄村
人口 332,863 76,120 56,135 36,716 30,652 8,925 12,315 5,328
就業人口構成_第一次産業（%） 2.9 9.0 8.3 13.1 6.0 12.3 8.9 13.7
就業人口構成_第二次産業（%） 23.5 30.6 35.8 38.3 33.7 33.5 37.3 34.7
就業人口構成_第三次産業（%） 65.9 56.2 53.7 48.0 58.3 53.8 53.4 49.4
自治体職員数 2,054 594 511 440 258 104 104 90
令和元年東日本台風の被害（住家
被害棟数［全壊・半壊の合計］）

4,797 827 67 65 871 0 0 0

類型 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部
自治体 猪苗代町 石川町 玉川村 平田村 浅川町 古殿町 三春町 小野町
人口 14,194 14,989 6,579 6,087 6,253 4,930 17,754 9,959
就業人口構成_第一次産業（%） 12.4 10.6 11.3 15.6 9.4 15.8 7.2 12.7
就業人口構成_第二次産業（%） 19.4 36.2 37.6 41.7 47.3 41.9 32.6 38.6
就業人口構成_第三次産業（%） 66.9 51.7 42.3 39.4 42.9 41.7 57.8 46.9
自治体職員数 173 146 68 79 74 82 163 111
令和元年東日本台風の被害（住家
被害棟数［全壊・半壊の合計］）

19 406 42 2 16 3 3 2

２．結果 
 
２．１ 気候変動対策に係る基盤整備の状況 
１） 気候変動対策に係る条例 
まず，こおりやま広域圏16市町村の気候変動対策に係

る条例の策定状況を確認する。環境基本条例は自治体環

境政策の基本的枠組を示す条例であり，気候変動対策の

目的・手法を示す役割をもつ（平岡・田浦，2007）。同条

例は中核市・市部では1990年代後半から2000年代にか

けて全市で制定済である。他方，町村部では大玉村・平

田村・三春町の3町村を除き未制定である。未制定の8

町村は公害防止条例（8中4町村）や環境美化条例（8

中4町村）を制定しており，環境政策に係る条例が制定

されていない状況ではないが，この8町村では環境政策

の基本的枠組に気候変動対策が位置づけられていない。 

温暖化対策条例は全市町村で未制定である。同条例は

気候変動対策の分野や施策の方針を定める役割をもち

（平岡・田浦，2007），基礎自治体では柏市（2007年），

草津市（2008年）などが策定済である。同条例は2005

年に制定した京都市からその動きが全国に波及した。こ

おりやま広域圏では，中枢都市の郡山市が条例を制定す

ることで，連携自治体に制定が波及する可能性がある。 
 
 ２） 気候変動対策に係る計画 

 次に，こおりやま広域圏16市町村の気候変動対策に係

る計画の策定状況を確認する。環境基本計画は中核市・

市部では田村市を除く 4市で策定済である。4市の計画

では温室効果ガスの削減，省エネルギーの推進，再生可

能エネルギーの導入などの施策が明記されている。しか

し全ての市が具体的な施策を明示しているわけではない。

須賀川市の担当者は，同計画の改訂が東日本大震災の対

応により停滞したことから，気候変動対策については「市

民の意識啓発により推進する」などの一般的指針を提示

するに留まったと認識している。町村部では全町村で未

策定であり，大玉村を除いて計画策定が検討されていな

い。特殊な例として，総合計画に気候変動対策を記載す

ることで，政策体系のなかで気候変動対策の位置づけを

明示している町村（天栄村・浅川町）もみられる。 

 地球温暖化対策実行計画（事務事業編）は全16市町村

で策定済である。ただし5市町村では計画の改訂が遅れ

ており，空白期間となっている。庁内のマンパワー不足

（天栄村），基礎資料の不足（玉川村）などの組織要因に

より計画の改訂が遅れている市町村もあるが，令和元年

東日本台風の被害対応（本宮市・石川町）などの環境要

因により計画の改訂が遅れている市町村もみられる。 

 地球温暖化対策実行計画（区域施策編）は温対法第21 

条第3項で都道府県・政令指定都市・中核市に策定が義

務づけられており，区域の自然・社会条件に応じて温室

効果ガス排出抑制などの施策を定めるものである。中核

市の郡山市は策定済であり，策定義務のない市部でも 2

市（二本松市・本宮市）が環境基本計画に含めるかたち

で策定済である。町村部では，三春町のみ策定している。  

 再生可能エネルギーの導入に係る行政計画は，中核

市・市部では全市，町村部では11中7町村が策定済であ

る。郡山市・本宮市・田村市を除き，計画期間が未設定，

または計画期間が終了している例がみられる。町村部で

は1990年代以降，外部支援により計画を策定した町村が

みられるが５），一部の市町村では策定済の計画が実効性

を失っている場合もある。計画期間内に太陽光発電・小

規模風力発電（三春町），木質バイオマス熱利用（古殿町）

の設備導入支援を実施した例もあるが，計画策定後の施

策実施や進捗管理がなされていない市町村もある。なお，

2019年3月に策定されたこおりやま広域連携中枢都市圏

ビジョンでは，エネルギー地産地消促進が事業として掲

げられ，同事業で地域新電力構築に係る調査が検討され

ている６）。こおりやま広域圏では自治体間連携を通じて

再生可能エネルギーの有効利用を目指す計画が策定され，

市町村の計画を補完している。自治体間連携は再生可能

エネルギーの需給調整を効率化しうることから，今後は

広域圏の計画が施策として展開されることが期待される。
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表２ こおりやま広域圏16市町村の気候変動対策に係る基盤整備の状況 
Ⅰ: 中核市 Ⅱ: 市部 Ⅱ: 市部 Ⅱ: 市部 Ⅱ: 市部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部

郡山市 須賀川市 二本松市 田村市 本宮市 大玉村 鏡石町 天栄村

環境基本条例
郡山市環境基本条例
（1998年～）

須賀川市環境基本条
例（1999年～）

二本松市環境基本条
例（2007年～）

田村市環境条例
（2005年～）

本宮市環境基本条例
（2008年～）

大玉村環境基本条例
（2017年～）

― ―

温暖化対策条例 ― ― ― ― ― ― ― ―

環境基本計画
郡山市第三次環境基
本計画（2018～2021
年度）

第3次須賀川市環境
基本計画（2018～
2027年度）

第2次二本松市環境
基本計画（2019～
2028年度）

―
本宮市第2次環境基
本計画（2019～2028
年度）

― ― ―

地球温暖化対策
実行計画
（事務事業編）

第5次環境にやさし
い郡山市率先行動計
画（2018～2020年
度）

第2期すかがわエコ
実行プラン（2017～
2021年度）

二本松市地球温暖化
対策実行計画（第2
期）（2015～2019年
度）

第3期田村市地球温
暖化対策実行計画
（事務事業編）
（2018～2021年度）

本宮市役所地球温暖
化防止実行計画（第
2次改訂）（2014～
2018年度）

大玉村地球温暖化対
策実行計画（事務事
業編）（2016～2020
年度）

第2次鏡石町地球温
暖化対策実行計画
（事務事業編）
（2017～2021年度）

天栄村地域温暖化対
策実行計画（2012～
2016年度）

地球温暖化対策
実行計画
（区域施策編）

郡山市地球温暖化対
策実行計画（区域施
策編）（2011～2020
年度）

―
※第2次二本松市
環境基本計画に含ま
れる形で策定

―
※第2次本宮市
環境基本計画に含ま
れる形で策定

― ― ―

再生可能エネル
ギー導入に係る
行政計画

郡山市エネルギービ
ジョン（2015～2020
年度）

須賀川市地域新エネ
ルギービジョン
（2006年～）

二本松市地域新エネ
ルギービジョン
（2009年～）

田村市地域新エネル
ギービジョン
（2008～2021年度）

本宮市地域新エネル
ギービジョン
（2010～2018年度）

大玉村バイオマスタ
ウン構想
（2007年～）

―
天栄村新エネルギー
ビジョン
（2002年～）

Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部

猪苗代町 石川町 玉川村 平田村 浅川町 古殿町 三春町 小野町

環境基本条例 ― ― ―
平田村環境をよくす
る条例（2003年～）

― ―
三春町環境条例
（2000年～）

―

温暖化対策条例 ― ― ― ― ― ― ― ―

環境基本計画 ― ― ― ― ― ― ― ―

地球温暖化対策
実行計画
（事務事業編）

第2次猪苗代町地球
温暖化対策実行計画
（事務事業編）
（2015～2019年度）

第1次石川町地球温
暖化防止実行計画
（2010～2014年度）

第2次玉川村地球温
暖化対策実行計画
（2014～2018年度）

平田村地球温暖化防
止実行計画（2014～
2020年度）

浅川町地球温暖化防
止実行計画（2019～
2030年度）

古殿町地球温暖化防
止実行計画 （2014
～2018年度）

第2次三春町地球温
暖化対策実行計画
（事務事業編）
（2016～2020年度）

小野町地球温暖化対
策実行計画（2015～
2019年度）

地球温暖化対策
実行計画
（区域施策編）

― ― ― ― ― ―
三春町地域まるごと
省エネ計画（2019～
2030年度）

―

再生可能エネル
ギー導入に係る
行政計画

―
石川町地域新エネル
ギービジョン
（2004年～）

―
平田村地域新エネル
ギービジョン
（2006～2015年度）

―
古殿町地域新エネル
ギービジョン
（2008年～）

三春町地域新エネル
ギービジョン
（2000年～）

小野町地域新エネル
ギービジョン
（2010年～）

条例

計
画

類型

自治体

条例

計
画

類型

自治体

２．２ 気候変動対策に係る推進体制構築の状況 
１） 気候変動対策に係る庁内連携 
まず，こおりやま広域圏16市町村の気候変動対策に係

る庁内連携を確認する。中核市・市部では全市で環境政

策の専任課が設置されている。ただし，郡山市と他市の

間ではマンパワーの差がある。郡山市には生活環境部内

に廃棄物処理の担当課（3R推進課）と放射性物質対策の

担当課（原子力災害総合対策課）が設置され，これらの

課とは別に環境政策の企画調整を担当する環境政策課が

設置されている。同課には気候変動対策を専任で担当す

る環境・エネルギー係があり，5 名の職員が配属されて

いる。他方で，他市では廃棄物処理などの気候変動対策

以外の業務を含めて環境政策の担当職員は数名（例えば

田村市は5名）であり，気候変動対策を専任する職員は

いない。町村部では全町村で環境政策を専任で担当する

課が設置されていない。町村部でも環境政策の担当係が

ある町村（鏡石町・三春町など）がある一方で，環境政

策の担当係がなく，1 名～数名の職員が環境政策以外の

業務も兼務している町村（浅川町・小野町など）もある。 

中小規模市町村では，気候変動対策に係る庁内のマン

パワー不足が課題として認識されていると推察される。

半構造化インタビュー調査では，16中6市町村の担当者

が，マンパワー不足が気候変動対策の推進の阻害要因に

なっているという認識を示した。 

中核市の郡山市は気候変動対策に係る庁内連携組織と

して，地球温暖化対策推進本部を設置している。同本部

は省エネルギー対策，再生可能エネルギーの導入，適応

策を一元的に所管するとともに，市の部長級職員による

本部会議と課長級職員による幹事会を設けることにより，

環境担当課と他課の情報共有・合意形成を図っている。 
 その他，市部では全市が，町村部では11中5町村が，

実行計画（事務事業編）に係る情報共有と進捗管理を目

的とする組織を設置している。各課に気候変動対策の担

当者を設けている市町村（田村市・猪苗代町）もある。

しかしこれらの組織は事務事業編の性格から，庁内およ

び公共施設の消費エネルギーの管理や削減などの省エネ

ルギーに限定した業務のみを扱っており，庁内連携によ

り総合的な気候変動対策を協議する場にはなっていない。 

中小規模市町村では平時から気候変動対策の優先順位

は高くないと推察される。半構造化インタビュー調査で

は，16中7市町村の担当者が，気候変動対策が他の環境

分野の政策（廃棄物処理など）に比べて，庁内で相対的

に優先順位が低く見られているという認識を示した。災

害発生などの環境要因が加わると，さらに優先順位が低

くなる。令和元年東日本台風で甚大な被害をうけた石川

町は実行計画（区域施策編）の策定準備を進めていたが，

環境担当課が災害対応（災害廃棄物処理など）を担う職

務分掌の都合から，計画策定作業を中断せざるをえない

状況となっている。この状況を改善するため，被災後に

災害対応業務の全庁的な推進体制を整備するとともに，

庁内の職務分掌を見直す必要があると考えられる。 

 

 ２） 気候変動対策に係る地域内連携 
次に，こおりやま広域圏16市町村の気候変動対策に係る

地域内連携を確認する。環境審議会は中核市・市部では

全市が設置，町村部では11中3町村が設置している。た

だし同会を定期的に開催し，環境基本計画などの内容検

討・進捗管理を実施しているのは郡山市のみである。そ

の他の設置市町村は関連計画の策定（改訂）期や全庁的

な協議，地域団体との協議が必要な案件（産廃関連施設

の設置など）が発生した際に不定期で開催している。環

境審議会の委員構成は，郡山市は専門機関・有識者が主

であるが，その他の設置市町村は庁内関係各課および地

域団体（農業団体，町内会・自治会など）が主である。 
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表３ こおりやま広域圏16市町村の気候変動対策に係る推進体制構築の状況 
Ⅰ: 中核市 Ⅱ: 市部 Ⅱ: 市部 Ⅱ: 市部 Ⅱ: 市部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部

郡山市 須賀川市 二本松市 田村市 本宮市 大玉村 鏡石町 天栄村

環境政策専任の担
当課の有無

あり あり あり あり あり なし なし なし

気候変動対策に係
る庁内連携組織

地球温暖化対策推
進本部

エコ推進会議
環境保全推進庁内
連絡会議

地球温暖化対策実
行委員会

地球温暖化対策推
進本部

地球温暖化対策実
行計画推進本部

地球温暖化対策推
進本部

―

環境審議会
設置
（定期開催）

設置
（不定期開催）

設置
（不定期開催）

設置
（不定期開催）

設置
（不定期開催）

設置
（不定期開催）

― ―

気候変動対策に係
る地域団体との連
携組織

・「地域新電力」
構築に係る懇談会
・水素利活用推進
研究会

・すかがわ環境
パートナーシップ
委員会
・須賀川市菜の花
プロジェクト

新エネルギー推進
市民会議

農山漁村再生可能
エネルギー導入促
進協議会

環境委員会連合会 ― ― ―

Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部

猪苗代町 石川町 玉川村 平田村 浅川町 古殿町 三春町 小野町

環境政策専任の担
当課の有無

なし なし なし なし なし なし なし なし

気候変動対策に係
る庁内連携組織

地球温暖化対策実
行計画推進本部

― ― ― ― ―
温暖化対策推進会
議

温暖化対策推進実
施本部

環境審議会 ― ―
設置
（不定期開催）

― ― ―
設置
（不定期開催）

―

気候変動対策に係
る地域団体との連
携組織

― ― ―
環境をよくする推
進協議会

― ― ― ―

庁内
連携

地域内
連携

類型

自治体

庁内
連携

地域内
連携

類型

自治体

気候変動対策に係る地域団体との連携組織は，中核

市・市部では全市が設置している。本宮市を除く中核市・

市部の4市は，専門家や企業と連携して地域新電力の導

入を検討する（郡山市・二本松市）など，再生可能エネ

ルギーの導入に係る地域団体との連携組織を設置してい

る。ただし，中核市・市部のうち実行計画（区域施策編）

を策定している3市（郡山市・二本松市・本宮市）でも，

省エネルギーに関する取組に係る行政と地域団体との連

携組織は未設置である。他方で町村部では11町村中，平

田村を除いて全町村で地域団体との連携組織は未設置で

ある。なお須賀川市の環境パートナーシップ委員会は地

域団体（事業所など）から構成され，気候変動対策を含

む環境政策全般の活動促進を目的として東日本大震災前

に組織されたが，震災を機に休眠状態となっている。環

境パートナーシップ組織などの連携組織の多くは財政

面・人員面で課題を抱えており（平岡・田浦，2007），組

織の活発化を目的とする支援制度の創出が期待される。 

 
３） 中小規模市町村の気候変動対策への外部支援 

 こおりやま広域圏 16 市町村の気候変動対策に係る基

盤整備・推進体制構築に対して，環境省・福島県や専門

家より支援がなされている。具体的には，①気候変動対

策に係る計画策定に向けた情報提供，②環境審議会にお

ける委員・オブザーバー参加が挙げられる。ただし中核

市・市部に比べて，町村部では環境審議会を設置してい

る自治体が少ないため，②の機会がない。また環境省・

福島県は①について，実行計画（区域施策編）・気候変動

適応計画の策定に必要な情報を提供するため説明会等の

機会を年数回設けているが７），これらの多くは仙台市や

東京などで開催されるため，町村部の自治体にとって参

加は容易でない。この状況において，①に関しては福島

県による地域まるごと省エネ計画支援事業の有効性が認

められる。同事業では実行計画（事務事業編・区域施策

編）の策定・改訂を希望する市町村にアドバイザー（環

境コンサルタント）を派遣し，情報提供や助言を行う。

平成31年度は年11回の派遣実績があった８）。三春町は

町村部で唯一，区域施策編を策定済であるが，その背景

に三春町が福島県の働きかけに応じて同事業を申請した

ことがある。三春町はアドバイザーより計画の枠組やデ

ータなどの情報提供を受けた結果，計画策定が実現した。

こうした外部支援は，マンパワー・専門職員が不足して

いる市町村の状況を鑑みれば，有効性が認められる。 

 
４） 気候変動対策に係る基礎自治体間連携 

 こおりやま広域圏 16 市町村の気候変動対策に係る基

礎自治体間連携は2019年度から始まっている。具体的に

は広域圏の連携事業として「こおりやま広域圏気候変動

適応等推進研究会」が開催され，アドバイザーである国

立環境研究所の協力のもと，16市町村の環境政策担当課

職員のあいだで気候変動影響の被害軽減や気候変動適応

策の実施に関する情報・科学的知見が共有されている。

加えて，郡山市は実行計画（事務事業編）を実務レベル

で推進する環境推進員の研修会を開催している。2019年

8 月 8 日に開催された同研修会は連携事業として位置づ

けられ，広域圏の環境政策担当課職員が9名参加した。

このように，こおりやま広域圏では，気候変動対策に係

る基礎自治体間連携によって，環境政策担当課職員のエ

ンパワメントの機会が創出されている(大場ほか，2019)。 

 

３．考察 
 
本研究では，こおりやま広域圏16市町村を対象として，

中小規模市町村の気候変動対策に係る基盤整備と推進体

制構築の実態を分析した。その結果，以下の三点が明ら

かになった。第一に，気候変動対策に係る基盤のうち地

球温暖化対策実行計画（区域施策編）の策定は 16 中 4

市町であり，地域全体の対策に関する基盤整備に着手し

ている市町村は少数であることが明らかになった。第二

に，中小規模市町村の気候変動対策に係る基盤と推進体

制の実効性は，緩和策に関しては，災害発生などの環境

要因により損なわれることがあり，脆弱性があることが

明らかになった。第三に，気候変動対策に係る行政と地
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域団体との連携は，自治体規模と対策分野により実施状

況が異なることが明らかになった。町村部では行政と地

域団体との連携組織が未設置であり， 中核市・市部では

行政と地域団体との連携組織は気候変動対策のなかで再

生可能エネルギーに関する取組に限られていた。 

平岡（2009）は地方自治体政策における温暖化対策の

位置づけの低さが基盤整備と推進体制構築の阻害要因と

なっていると指摘した。本研究の半構造化インタビュー

調査の結果は，気候変動対策に対する位置づけの低さに

加えて，マンパワー不足が各市町村の基盤整備と推進体

制構築の阻害要因である可能性を示している。また平岡

（2009）は，温暖化対策が地域活性化やまちづくりの手

段になるという認識を，行政組織全体に定着させること

で，地方自治体における基盤整備と推進体制の構築を促

す可能性があると指摘した。この指摘は今日の中小規模

市町村にも該当する。例えば，省エネルギーに関する取

組に留まらず，再生可能エネルギーや適応策を含めて，

総合的に気候変動対策を協議する庁内・地域内の連携体

制を構築することで，上記の認識が行政組織全体，地域

諸団体に波及することが期待される。この際に，実行計

画（事務事業編）に係る庁内連携組織や，環境政策全般

の活動を目的とした既存の行政と地域団体との連携組織

を活用できれば，新たな気候変動対策の連携体制構築に

要するマンパワーを節約することができるだろう。 
加えて，本研究では福島県による実行計画（事務事業

編・区域施策編）の策定・改訂を希望する市町村へのア

ドバイザー派遣事業，こおりやま広域圏の気候変動対策

に係る基礎自治体間連携が，中小規模市町村に気候変動

対策に係る情報・科学的知見を提供し，職員のエンパワ

メントに貢献していると指摘した。この点をふまえると，

省庁・都道府県，専門家，近隣自治体がネットワークを

形成し，リエゾン型（連携・橋渡し型）支援を行うこと

が，中小規模自治体の気候変動対策に係る基盤整備と推

進体制構築の実効性を担保する手段となると考えられる。 
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補 注  
1）総務省編「令和2年版地方財政白書」を参照。 

2）総務省（2020年4月1日現在）「連携中枢都市圏の形成の動き」

<https://www.soumu.go.jp/main_content/000680006.pdf>, 

2020.10.1参照。なお，東北六県では郡山市のほか，青森市・八戸市・

盛岡市・山形市が中枢都市となり，連携中枢都市圏を形成している。 

3）インタビュー調査には1市町村につき1～3名に対応していただいた。

なお、自治体名の公表については各市町村担当者から承諾を得ている。 

4）人口・就業人口構成は「令和元年版福島県勢要覧・市町村勢一覧」，自

治体職員数は「福島県市町村要覧2019」，令和元年東日本台風の被害

は「令和元年台風第19号等による被害状況即報（第88報，2020年3

月10日）」を参照。人口は2018年10月1日，就業人口構成は2015

年10月1日，自治体職員数は2018年度の数値を示している。 

5）「地域新エネルギービジョン」を策定済の市町村は，1998年度から2010

年度に新エネルギー・産業技術総合開発機構が実施した「地域新エネ

ルギー・省エネルギービジョン策定等事業」の支援をうけている。 

6）郡山市政策開発課連携中枢都市圏推進係（2020年3月改訂）「こおりや

ま広域圏連携中枢都市圏ビジョン」<https://www.city.koriyama.lg.

jp/material/files/group/45/vision20200331.pdf>, 2020.6.8参照。 

7）環境省環境計画課が開催している「地方公共団体実行計画に関する説

明会」，福島県環境共生課が開催している「地域版低炭素塾」など。 

8） 2020年6月1日にEmailで福島県環境共生課に照会した内容に基づく。 
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